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また，勤務校の教員年齢構成を見ると，平成 28 年度は約 60 名の教員（事務職員等を除く）のうち
40 代以上の教員が 85％で，特に 50 代以上が 30％程度を占めており，各分掌主任等を担っていた。本













































































なお，本研究における期間には 3 名の校長（以下，A 校長・B 校長・C 校長）が赴任している。 
 
（１）1 年目（予備調査，研究の構想および・委員会の設置段階） 
筆者は現職教員として教職大学院派遣 1 年目にあたる。勤務校の A 校長へのインタビューを通し
て，学校の課題や学校改善について検討を行った。まず，現状分析のため，RPDS（CA）サイクルに
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た。前年度と変更した点は，会議の時間帯と頻度，構成員の属性である。年度当初からスムーズにス




ため，新メンバーとして想定していたミドルリーダー育成に向けた 40 代メンバー6 名をその時間帯に
あけることができず，メンバーの再考が必要になった。そのため，40 代 2 名と，新採や若手を含めた
教員（20 代 2 名，30 代 2 名）と筆者（40 代），主任（60 代）の 8 名と管理職（B 校長・教頭）で再編










他教科も含めた授業見学会を第 1 回 6 月と第 2 回 11 月に実施する計画 P（Plan）を立て，企画から運
営までを行った。前年度の計画では指導案を作成せずに提案する予定だったが，管理職の意向もあり，
第 1 回では 6 月中旬の 3 日間で行われたが，学習指導案（略案）を作成して授業を公開することにな
り，6 月に公開授業を実施した教員は 13 名（3 割程度）で，実施した教員は委員会のメンバー6 名，
各部主任の教員 5 名，その他 2 名だった。教育実習生が来る時期と重なったこともあるが，教員間に
は，指導案作成が負担になっていること，また他の教員の動きを見てから考えようという雰囲気が感
じられた。このように第 1 回では公開授業を実施した教員が少なかったため，第 2 回では 11 月上旬
に 5 日間の期間を設定して行った。また，第 1 回では指導案作成をして実施することが教員の負担の


































時間だけが経過していった。さらに，新設学科の 1 期生の入学に伴い，本年度から 2 年間，英語教育
研究指定校として英語科を中心とした取組が実施されることになっていた。また，本年度は野球部が
甲子園に出場することが決定したため教頭が中心となってその業務を担っていたこと，全高 P 連大会
（全国高等学校 PTA 連合大会）が本県で 8 月に開催されることによる業務の取りまとめを主幹教諭
（筆者）が担っていたことなど，例年にない業務が大きくのしかかり，校務の多忙化に拍車をかけて
いた。このような現状から，活性化委員会ができない状態となってしまった。しかし，全高 P 連大会















も会議の回数が減少していった。これまではほぼ毎週（平成 29 年度は年間 30 回）開かれていた運営
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向で 9 月から週 2 回になるなど，業務の見直しが進んでいる。 
多忙化による長時間勤務の方策として業務改善が求められている現状から，勤務校における活性化
委員会は解散する結果となったが，教員間の協働体制や，新しい取組や変革を行おうという動きは継








対象教員 2 名と初任者研修対象教員 1 名，20 代講師 1 名，主幹教諭をメンバーとしたメンターミーテ
ィングを試行した。本県では教職在職期間が 10 年に達した教員を対象として，校外における研修（年







































































































































































































なぎ役となってメンターミーティングを試行した。メンバーは，中堅研教員 2 名，初任研教 1 名，若


















































































本研究における 1 年目は，筆者は大学院派遣中で勤務校の予備調査を行った。勤務校では 11 月に
活性化委員会が初期形成され，参与観察を行った。2 年目に勤務校に復帰し，取組の実施段階にはい





2010）に沿って進めていった。平成 28 年度の予備調査によるリサーチ（R）をもとに，平成 29 年度
4 月から 5 月に計画（P）を立て，6 月に第 1 回の実施（D）をし，第 1 回事後アンケート（CA）を 7
月に行い，そこでの意見を反映して変更した案を第 2 回の提案を行った。そして，11 月に第 2 回の









































































































 本研究における 4 年間について，3 名の校長（A・B・C）のリーダーシップを検討する。 








































































とに尽力したのは B 校長であった。また，C 校長は，学校における教育活動を組織的かつ継続的に取
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